
道営住宅等指定管理者に係る家賃収納業務に伴う報奨金支給等事務処理要領

平成２３年５月１８日制定

平成２６年４月 １日一部改正

平成２６年４月１６日一部改正

平成２６年４月３０日一部改正

平成３０年３月２７日一部改正

第１ 趣旨

この要領は、平成３０年度から平成３３年度の指定管理期間内における「道営住宅等の管理

に関する協定書第２３条」に基づく事務処理について、必要な事項を定めるものとする。

第２ 用語の定義

この要領における用語の定義は、次のとおりとする。

（１）最終家賃調定額

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における道営住宅管理システム上の現年度の道

営住宅家賃の調定額をいい、６月の決算繰越処理後に道営住宅管理システムの出力した収

入計算書の調定額とする。

ただし、指定期間の最終年度においては、当該年度末（３月末）における現年度の道営

住宅家賃の調定額とし、３月末までに手続のあった各種家賃調定額の変更に係る処理を行

った後、道営住宅管理システムにおいて、基準日を３月３１日として出力した収入計算書

の調定額とする。

（２）最終家賃収納額

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における道営住宅管理システム上の現年度の道

営住宅家賃の収納額をいい、６月の決算繰越処理後に道営住宅管理システムから出力した

収入計算書の収納額とする。

ただし、指定期間の最終年度においては、当該年度末（３月末）における現年度の道営住

宅家賃の収納額とし、道営住宅管理システムにおいて、基準日を３月３１日として出力し

た収入計算書の収納額とする。

（３）実績収納率

最終家賃収納額を最終家賃調定額で除して百倍した、現年度の道営住宅家賃の収納率（単

位：％）をいい、小数点以下第３位を切り捨て、小数点第２位までとする。

（４）目標収納率

「道営住宅等の管理に関する協定書第２３条」に規定する別記４の「道営住宅等の管理

に関する目標及び要求水準書」２の（５）の①に定める率とする。

（５）基準変動率

「道営住宅等の管理に関する協定書第２３条｣に定める率とする。

（６）報奨金等の各年度における目標収納率等の取扱図

別紙のとおり

第３ 実績収納率等の確認

１ 総合振興局長及び振興局長（以下「総合振興局長等」という。）は、道営住宅管理システム

の収入計算書の最終家賃調定額及び最終家賃収納額により、実績収納率を算定の上、別記様

式１により指定管理者に対し通知するものとする。

ただし、指定期間の最終年度においては、当該年度末（３月末）における道営住宅管理シ

ステムの収入計算書の最終家賃調定額及び最終家賃収納額により、実績収納率を算定の上、

別記様式１により指定管理者に対し通知するものとする。

２ 指定管理者は、通知のあった内容について確認するとともに、別記様式２の確認書を総合

振興局長等あて提出するものとする。

第４ 報奨金の支給

１ 総合振興局長等は、第３による確認の結果、指定管理者の実績収納率が目標収納率に基準

変動率を加えた率を上回った場合は、実績収納率98.5%以上99.0%未満、99.0%以上99.5%未満、

99.5%以上の区分に応じて、報奨金を支払うものとする。

ただし、指定期間の最終年度においては、上記の実績収納率98.5%以上99.0%未満、99.0%以



上99.5%未満、99.5%以上をそれぞれ実績収納率95.5%以上96.0%未満、96.0%以上96.5%未満、

96.5%以上と読み替えるものとする。

２ 前項の報奨金の額は、次の式により算出した額から千円未満を切り捨てた金額とする。

実績収納率98.5%以上99.0%未満の場合（最終年度は95.5%以上96.0%未満の場合）

報奨金支給額＝最終家賃調定額×{実績収納率－（目標収納率＋基準変動率）}×９％

実績収納率99.0%以上99.5%未満の場合（最終年度は96.0%以上96.5%未満の場合）

報奨金支給額＝最終家賃調定額×{実績収納率－（目標収納率＋基準変動率）}×１０％

実績収納率99.5%以上の場合（最終年度は96.5%以上の場合）

報奨金支給額＝最終家賃調定額×{実績収納率－（目標収納率＋基準変動率）}×１１％

３ 総合振興局長等は、６月２０日（ただし、指定期間の最終年度においては４月３０日とす

る。なお、その日が閉庁日の場合にあっては翌開庁日とする。）までに別記様式３に確認書の

写しを添付の上、建設部長に報告するものとする。

４ 建設部長は、前項の報告があったときは、７月１日（ただし、指定期間の最終年度におい

ては５月１０日とする。なお、その日が閉庁日の場合にあっては翌開庁日とする。）までに予

算を配当するものとする。

５ 総合振興局長等は、前項の予算配当を受けたときは、速やかに別記様式４により指定管理

者に対し報奨金の額を通知するとともに口座振替申出書の提出を求めるものとする。

６ 総合振興局長等は、第１項の報奨金を７月末日（ただし、指定期間の最終年度においては

５月末日とする。なお、その日が閉庁日の場合にあっては翌開庁日とする。）までに、指定管

理者に支払うものとする。

第５ 納付金の納付

１ 総合振興局長等は、第３による確認の結果、指定管理者の実績収納率が目標収納率から基

準変動率を減じた率を下回った場合は、納付金を納付するよう当該指定管理者に請求するも

のとする。

ただし、沼田町、岩内町、新ひだか町においては、平成３０年度及び平成３１年度に限り、

「目標収納率から基準変動率を減じた率」を「平成２８年度実績収納率」と読み替えるもの

とする。

２ 前項の納付金の額は、次の式により算出した額から千円未満を切り捨てた金額とする。

納付金納付額＝最終家賃調定額×{（目標収納率－基準変動率）－実績収納率}×１０％

ただし、沼田町、岩内町、新ひだか町においては、平成３０年度及び平成３１年度に限り、

「（目標収納率－基準変動率）」を「平成２８年度実績収納率」と読み替えるものとする。

３ 総合振興局長等は、第１項に基づき指定管理者に納付金を請求しようとするときは、速や

かに別記様式５により指定管理者に対し納付金の額を通知するともに納付書を送付するもの

とする。

４ 前項の納付書に係る納入期限は調定の日から２０日以内とし、７月末日（ただし、指定期

間の最終年度においては５月末日とする。なお、その日が閉庁日の場合にあっては翌開庁日

とする。）を限度とする。なお、歳入科目については次のとおりとする。

会計（１２）道営住宅事業特別会計

款 （０６）諸収入

項 （０３）雑入

目 （０２）雑入

節 （４０）雑入

５ 総合振興局長等は、第１項の納付金の納入を確認したときは、別記様式６により建設部長

に報告するものとする。

附 則

１ この要領は、平成２６年６月１日から施行する。

附 則

１ この要領は、平成３０年６月１日から施行する。



別 紙

【報奨金等の各年度における目標収納率等の取扱図】

道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準(抜粋) 目標収納率
（５）使用料の収納 〈１～３年度〉

①家賃の目標収納率 ９８％(５月末)
現年度の家賃の収納率を３月末で９５％以上、５月末で９８％以上確保すること。 〈最終年度〉
※ ただし、協定最終年度である平成３３年度分は３月末までを対象とする。 ９５％(３月末)

0 100
97.5 98.0 98.5 99.0 99.5

＜１～３年度＞＝決算(５月末）

納付金 対象外 報 奨 金
9% 10% 11%

(単位：％)

0 100
94.5 95.0 95.5 96.0 96.5

＜最終年度＞＝(３月末) 納付金 対象外 報 奨 金
9% 10% 11%

(単位：％)

0 平成28年度 100
＜沼田町、岩内町、新ひだか町 実績収納率 98.5 99.0 99.5
地区での納付金納付への緩和措
置＞
※ 納付金納付に対してのみの
緩和措置であるため、報奨金は
他地区と同様に取扱う。 納付金 対象外 報 奨 金
※ 平成３０ ,３１年度に限り適 9% 10% 11%
用される。

(単位：％)


